
  
 

 
 
 
 
 
 
 

職業能力開発の効果的な実施に関する 
行政評価・監視 

－職業訓練を中心として－ 
 

結果報告書 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 28 年 2 月 

総務省行政評価局 

 



  
 

 

  



  
 

前書き 

 

 

産業構造の変化、技術の進歩、少子高齢化など経済社会情勢が変化する中で、職業の安定、労

働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらに伴う業務の内容の変化に対する

労働者の適応性を増大させるとともに、転職に当たっての円滑な再就職に資するよう、労働者に

対する適切な職業能力開発の実施が必要となっている。 

景気の緩やかな回復基調が続いており、雇用情勢が改善している中で、総務省の平成 26年労働

力調査年報（平成 27年 5月）によれば、26年平均の完全失業者が 236万人となっている。また、

労働力人口の減少が見込まれる中、長期失業者（89万人）（注 1）、出産・育児を理由に求職してい

ない女性の就業希望者（101 万人）（注 2）、若年無業者（56 万人）（注 3）等の職業能力の習得や就

業の促進が課題となっており、就業経験や能力等が多様な者への対応が求められている。 

また、厚生労働省の一般職業紹介状況（平成 27年 4月）の有効求人倍率をみると、全体で 1.17

倍となっており、職業別では、介護サービスの職業で 2.25倍、情報処理・通信技術者で 2.00倍、

社会福祉の専門的職業で 1.57倍など、様々な職場で人手不足が生じている反面、一般事務の職業

で 0.25 倍など、多くの求職者が希望する職業で就職困難な状況となっているなど、一部に労働力

需給のミスマッチもみられる。 

このような状況の下、厚生労働省は、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号）に基づき、

職業能力開発の基本的施策について、「第 9次職業能力開発基本計画」（対象期間は平成 23年度か

ら 27年度まで）を策定し、成長が見込まれる分野の人材育成と雇用のセーフティネットとしての

能力開発の強化等を推進しており、求職者の早期の安定した就職の促進に向け、職業能力に係る

労働力需給のミスマッチを解消するため、求職者に対して知識の付与や実習による技能の習得な

どを行う職業訓練の機会の提供が重要となっている。 

現在、求職者に対する職業訓練として、主に公共職業訓練の離職者訓練（平成 26 年度約 13.4

万人が受講）と求職者支援訓練（同約 5.5万人が受講）が実施されている。また、離職者訓練は、

施設内訓練（同約 4.0 万人が受講）と委託訓練（同約 9.4 万人が受講）に分かれる。施設内訓練

は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構、都道府県等の公的機関が自ら訓練を実施し

ているが、委託訓練及び求職者支援訓練は、民間教育訓練機関等に訓練を実施させており、両訓

練の受講者数の合計が約 14.9 万人と、求職者に対する職業訓練の受講者数（約 18.9 万人）の約

8 割を民間教育訓練機関等が占めており、民間教育訓練機関等の有する教育訓練資源を最大限に

活用することが重要となっている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、成長が見込まれる分野の人材育成と雇用

のセーフティネットの強化に向け、職業訓練の効果的な実施を図る観点から、職業訓練の設定、

実施の状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 

（注 1）完全失業者のうち、失業期間が 1年以上の者 

（注 2）非労働力人口のうち、就業希望者（就業を希望しているものの、求職活動をしていない者）で非求職の理

由を「出産・育児のため」とする女性 

（注 3）15歳～34歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者 
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